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要　　旨

「三大都市圏」の転入超過数の推移を長期的にみると、二つの山(Koppe)が現れている。一つは、昭

和36年をピークとする「大きな山」であり、もう一つは、昭和62年をピークとする「小さな山」である。

まず、「大きな山」は「高度成長期」を示す山で、「農業から工業へ」、「農村から都市へ」と人々を駆り

立てた「工業化のプロセス」ともいえる。このときは、大阪圏も含めて「三大都市圏」が揃って大幅な

転入超過となった時期でもある。つまり、「高所得」や「モノの充足」を求めての「農村から都市への

大移動」となったため、人々はとくに「都市を遠別しなかった」ものと考えられる。次に、「小さな山」

は、同じく「中成長期」を示す山で、「工業からサービス産業へ」、「(中小)都市から(大)都市へ」と

人々を駆り立てた「サービス化のプロセス」といえる。このときは、大阪圏が一貫して転出超過、名古

屋圏が横ばい乃至微増であったのに対し、東京圏のみが顕著な転入超過となり、いわば「東京一極集

中」となった時期でもある。つまり、一般的には、「住み良さ」や「サービスの充足」を求めての「都

市間移動」となったため、人々は「都市をより慎重に選別した」ものと考えられる。
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1.経済のサービス化と人口移動

(1)わが国の人口移動

く図1>は、わが国の人口移動率を長期時系列

(総務庁統計局『住民基本台帳人口移動報告』昭

和29年一平成9年)でみたものであるが、昭和45

年をピークとしたほほ「単峰型」を描くことがわ

かる。このことは、昭和40年代後半に、わが国の

経済構造が転換期を迎えたことと概略符合してい

る1)。この特徴はつぎのように考えられる。

1)この辺りの議論については、拙稿「鞋済構造変化
と地域合併」広島大学経済学部附属地域経済研究セ
ンター紀要r地域経済研究』第6号、1995年3月、

p匹43-68等を参照されたい。

第一は、いうまでもなく、昭和48年に偶発した

「(第1次)石油ショック」であり、これを境に

「高度成長」が終えんし「中成長」の時代に入っ

たことである。

第二は、昭和43年に調査された「住宅統計調

査」において、「住宅数」が「世帯数」を上回り、

戦後わが国の重要な政策目標だった「一世帯一住

宅」が達成されたことである2)。

とくに、住宅は「消費者の求める最大の商品」

であることからも、第二の事実は重要で、以後の

住宅政策が「量から質」に転換されたように、消

費者の財一般に対する態度も「量から質」に転換

されたといえよう。

さらにいえば、「モノの充足」から「サービス

の充足」への動き、すなわち生産プロセスまで含

んだ経済全体の「サービス化」に弾みをつけるこ

とになったともいえる。

(2)都市化とサービス化

このことは同時に「都市化」をも意味し、人々

2)総務庁統計局　r住宅統計調査報告』各調査年次版
参照。
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<図1>　人口移動率の推移(昭和29年一平成9年)

が「単なる所得を得る場としてではなく、住む

場・生活の場としての都市」を求めるようになっ

たことをも意味しているといえる。なぜなら、

「サービスの生産」が「モノの生産」と本質的に

異なる点は「在庫ができない」ことであり、この

ため、「サービス」は「生産したその場で需要」

されなければならず、したがって、サービスを提

供する産業である「サービス業」あるいは広く

「サービス産業」は、必然的に需要主体である

「ヒト」の集る場所、すなわち「都市」に立地せ

ざるをえないからである。

以下では、こうした「都市化」現象を踏まえな

がらも、人流と地域経済の関わりを、日本経済の

今日的課題である「産業再配置」の問題に集約し、

しかも、わが国の枢要な工業地帯の一角を担う中

国地域に例をとりながら考察していきたい。

2.経済環境の変化と対応の方向

(1)経済環境の変化

かつて、昭和60年のプラザ合意を契桟とする円

高局面において3)、折からの「構造不況」にも直
面した造船業界では、本業(新規造船)からの撒

3)以下の議論の一部は、平成6年度に経済企画庁か

ら社団法人中国地方総合研究センターを介して研究

委託された「中国地域のリストラ、グローバル化に

関する見通しと方策」に基づいている。

過も含めた本格的な「リストラ(再構築)」に取

組んできたことはよく知られている。その後、

「バブル景気」へと続く景気回復局面において、

大部分の「リストラ」事業は中断され、また、忘

れ去られてしまった。そうしたなかで、例えば、

日立造船株式会社(因島工場)の「杜仲茶」など

は多くの消費者に需要されており、企業の「リス

トラ」の事例(ニュービジネス)のひとつといえ

よう。

戦後もっとも厳しい「バブル不況」のなかで迎

えた為替変動(基本的には円高)局面において、

中国地域の多くの産業・業種、多くの企業が、前

回(プラザ合意後)よりもさらに厳しい対応を迫

られてきていることは、すでに調査され、述べら

れているとおりであるが、ここで、もう一度、そ

の「リストラ・グローバル化」のアウトラインを

整理してみよう。

元来製造業の盛んな中国地域の企業の海外進出

は、前回の円高局面を契機として増加してきてお

り、「バブル景気」の盛りの、昭和63年から平成

元年辺りでピークを迎えているようにみられる4)。

進出先も欧米から東南アジア、中国へと、次第に

近隣アジアに重点を移してきている。

また、中国地域の企業の輸入先で重視する国・

4)中国通商産業局『中国地域における企業回際化
ニーズ調査』等参照。
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地域については、中国や近隣アジア諸国等を重視
する傾向がでている5)。

このように、「グローバル化」の対象地城も、

「市場アクセス」をねらった欧米地域から、「低賃

金」やそれに基づく「安い農水産品、製造品」を

ねらった中国や近隣アジア地域までさまざまであ

り、とくに近年は後者への関心が強い。さらに、

最近では、ベトナム、ミャンマー、インドを始め

とする南アジア地域、メキシコ、ペルー、チリ、

ブラジルを始めとする中南米地域なども「グロー

バル化」の対象地域に入っており、文字どおり全

世界が視野に入ってきているといえよう。

(2)グローバル化への対応

しかしながら、「低賃金」やそれに基づく「安

い農水産品、製造品」は、長期的、起長期的には

「発展途上国の発展」とともに必ず解消する宿命

をもっていることも事実である。「低賃金を求め

る海外進出は、一種の焼き畑農業」と呼ばれるの

も宜なるかなである。

したがって、長期的、超長期的には、前出の

「杜仲茶」のような「ニュービジネス」の発掘や、

高くても売れる「付加価値の高い商品」への特化

などを心がける必要がある。そのような分野での

輸出や輸入あるいは海外進出ならば、先進国・発

展途上国を問わず、また21世紀においても通用す

るある意味での普遍性をもっているからである。

このことは、世界の貿易に占める先進国相互間

の貿易シェアが決して下がらない傾向をもってい

ることからも明瞭である。ちなみに、世界の輸出

全体に占める先進国市場は66.7%と丁度3分の2

であるのに対して、先進国の輸出先としての先進

国市場は71.8%と7割を越えている。つまり、先

進国にとって、マーケットとしては、発展途上国

よりも先進国の方がより一層重要度が増していく

のである6)。このことは、いわゆる「産業内貿

易」としての「先進国市場の重要化」という問題

にも帰着するが、それは、本稿の以下でも述べる

「サービス経済化」や「成熟した経済社会におけ

る人々のニーズの多様化」に起因する現象と考え

られる。

5)同上書等参照。
6)(財)矢野恒太記念会r世界国勢園会題98/99』国

勢社、p344等参照。

もとより、行き過ぎた円高の是正は、国家ある

いは国際的なレベルで解決されるべき課題ではあ

るが、今日のわが国における産業構造転換の流れ

自体は変えられないように思われる。また、現実

の基本的な円高局面において、製造業の生産拠点

の海外移転も当分続く公算が大きいように思われ

る。こうしたなかで、今日のわが国経済の課題は

「新産業と新しい雇用機会をどう生み出していく

か」であると言い切ることもできよう。なかんず

く、製造業のウェイトが他地域に比べて高く、ま

た、その製造業の中味も重化学など従来型の業種

構成の高い中国地域においては、この課題は一層

重いのである。

(3)人口の展望

ところで、「人口」に関する予測は、他の経済

指標の予測等に比較して、確度も高く、さらに、

それ自体の重要性や他指標への関連性も極めて高

いため、21世紀を展望したわが国の経済構造、社

会構造に関する議論も数多く展開されている。た

とえば、「人口の高齢化と貯蓄率」の関係につい

ては、OECD諸国においては「老年人口指数が

高い国ほど家計貯蓄率が低い傾向がある」ことや、

わが国の家計においても「25才未満の若年層とと

もに60才以上の高齢層の貯蓄率が低い」ことなど

が指摘されている。また、人口の高齢化にとも

なって、労働力が相対的に稀少になることが見込

まれるが、省力化投資の活発化によって、「資本

集約度の上昇」プロセスを通しての「労働生産性

の上昇」等も期待されている。

さて、「高齢化社会」ないし「成熟社会」への

過程においては、人々のニーズは「モノ」から

「サービス」へと次第に比重を移していき、しか

も、そのサービスは、ますます高度化、多様化し、

「サービス経済化」が一段と進行するものと考え

られる。また、わが国を始め先進諸国における

「高齢化」と「サービス経済化」は、ほぼ同様な

現象に起用し、かつ同時進行の様相をみせている。

ただ、わが国の場合、その進展速度が他の先進諸

国に比較して一層急速なため、対応策もおのずと

厳しくかつ異なったものが求められている。

(4)人流と地域経済

ところで、わが国諸地域においては、三大都市
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圏を中心とした「中央地域」への人口集中が加速

されるなかで、皮肉なことに「高齢化社会」は地

方になるほど一層早期に実現しつつある。この反

面、地方においては「都市らしい都市」は希薄に

分布しており、「サービスが必要とされる地域に

サービスが供給されない」というミスマッチ現象

が生じている。

さて、第1節でも述べたように、農村の余剰人

口が都市部へ流出するいわゆる「掃き出し現象」

は、第1次石油ショック頃までにほぼ一巡し、人

口移動の理由も「より高い所得」のみではなく

「より高いレベルの生活」を求めるものに変化し

てきたものと推察される。つまり、人々は単に

「所得を得る場としての都市」を求めているので

はなく、「生活の場」としての都市を求めて移動

するようになってきているものと考えられる。そ

の「生活の場としての都市」に欠かせないのが

「多彩なサービスの提供」であり、こうしたこと

が人々を魅き付け合う「都市間競争」となって現

出しているものとみられる。このような「ヒトの

動向」という背景のもとに、「サービス経済化」

(マクロ面)が昭和50年代に入ってから顕著に

なったといわれることと「ニュービジネス

(ニューサービス)企業の本格的成長」(ミクロ

面)の時期なども符合しているのである。

3.物流と製造業のサービス化

(1)物流と経済成長

まず、物流については、それが、今後のわが国

経済成長の制約因子として注目されていることで

ある。その理由のひとつは、経済高度化に伴う

「多頻度少量輸送」等によって物流コストが高騰

したことであり、いまひとつは、構造的ともいえ

る「要員確保難」、「都市内交通事情の悪化」等に

よって、物流が物理的な限界現象を呈し始めてい

ることである。このような物流事情の変化は、エ

ネルギー問題等地球レベルでの環境制約とも相

侯って、今後の産業経済の展開に対して大きな影

響を及ぼすものと考えられる。

ところで、かつてのわが国の高度経済成長の過

程においては、物流の発生量は、経済成長にほほ

比例する形で増大してきた。それは、「物が物を

呼ぶ径路」での産業発展で表現されるように7)、

従来の経済成長を支えていた基盤が、主として、

製造業を始めとする物的生産部門に置かれていた

からである。その後、わが国の経済成長は、第1

次石油危機等国際経済環境の激変による「変動

期」を経て、「安定成長期」あるいは「中成長期」

へと移行してきた。この間における国民所得水準

の継続的かつ大幅な上昇は、消費者の需要を次第

に高度化させ、また、多様化させてきた。<図

2>は、そうした消費構造が「サービス化」して

きていることを証明している。そして、このよう

な需要構造の変化は、これと並行して進む「情報

化」・「国際化」・「自由化」などの大きな流れとも

相倣って、わが国経済全体の「ソフト化」・「サー

ビス化」などの動きを一層大きく、かつ強力に促

進させることになった。

<図2>　消費支出の財・サービス区分別
構成比の推移(全国・全世帯)

0　　　20　　40　　60　　80　　-品叫

耐久財は自動車、冷暖房用器具、家具など
半耐久財は被服、履物、身の回り用品など
非耐久財は食料品、電気代、ガス代など

総務庁r家計調査年報Jによる

(2)物流の動向

このような状況を背景に、生産部門の製造業あ

るいは流通業等においては、多品種少量生産が幅

広く展開され、こうしたことによって、商品全般

の「軽薄短小化」にさらに拍車がかかることに

なった。この結果は、近年の物流統計上の変化と

なって表れてきている。すなわち、それは物流に

7)宮沢健一『産業の経済学」第2版、東洋経済新報

社、1987年、pp.217-260等参照。
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おけるミクロの面で軽貨物の小口化、マクロの面
では物流総量の伸び悩みを表わしている。運輸省

r全国貨物純流動調査(物流センサス)結果」に

よると、平成7年の平均ロット(出荷1件当たり

貨物量)は2.13トンで、平成2年調査時からの5

年間に0.30トン、昭和55年調査時からの15年間で

は実に1.67トンの減少を示している。これを、製

造業のみでみても、平成7年の平均ロットは3.04

トンで、平成2年調査時からの5年間に0.12トン、

昭和55年調査時からの15年間では実に1.98トンと

2トン近い減少を示している。つまり、平均ロッ

トは昭和55年をピークとして低下傾向にあり、貨

物の小口化が継続的に進んでいることを裏付けて

いる。

また、平成7年の全国貨物出荷総量は、約35億

6千万トンで、平成2年調査時からの5年間に、

約1.5%減少している。つまり、貨物の小口化が

進む一方で、取り扱い件数は若干増えたことにな

る。また、こうした出荷総量の減少は、この10年

前の昭和55年～60年調査時の5年間に、0.68%減

少したのとよく似ている。このことは、昭和50年

代の後半から大いに進んだ「製品の軽薄短小化」、

「多頻度少量生産」などが一気に進展した状況と

は若干異なるものの、「バブル崩壊不況」による

貨物総量減少のなかでも、製品の軽量化、貨物の

小口化は依然として進行しているものと推察され

る。

ところで、上述の物流動向を併せ考えるとき、

今Hのわが国の経済成長が、もはや、物流の一面

的な「量的増大」を要求していないことは明らか

である。それは、「物がサービスを呼ぶ」、「サー

ビスがサービスを呼ぶ」といわれるように8)、経

済の成長基盤が、「物」から「サービスあるいは

情報」、「ハード」から「ソフト」へと移りつつあ

るからである。

(3)物流環境の変化

さらに、上述の物流動向によると、石油ショッ

クなどによる経済変動の影響がよく反映されてい

ることがわかる。とくに、昭和48年の「第一次石

油ショック」を挟んで、わが国経済の高度成長が

終えんするとともに、物流の高度成長も一区切り

8)同上書参照。

したことがわかる。ことばを代えれば、わが国経

済の高度成長は「モノがモノを呼ぶ経路」での高

度経済成長であったともいえよう9)。

また、昭和50年代後半に、輸送トン数が低下し、

昭和60年を底に再び上昇しているが、これは、輸

送量の大半を占める「自動車」輸送の動向がその

まま「全輸送機関」の動向となっているためであ

る。物流業界で、「道路交通事情の悪化」、「排ガ

ス等の環境問題」、「運転手の確保」などの諸問題

が指摘され、「モーダルシフト」等が叫ばれる所

以である。

これらのことなども総合すると、地域における

物流量は、生産規模に対して、比較的緩やかな比

例関係を持ち合わせているように思われる。こう

した物流構造をみるためには、都道府県別に、純

流動出荷量の品類乃至品目構成を検討する必要が

あるが、そのような構成からも、各地域における

物流構造が、その地域の産業構造を、かなりの程

度反映していることがうかがえる。

(4)モノと生産

つぎに、「モノ」と「生産」の関わり具合を採っ

てみよう。GRP(城内総生産)は、数多くの経済

関係指標のうちで、最も総括的あるいは基礎的と

もいえるデータである。そこで、横軸に「県内総

生産」、縦軸に「純流動出荷量」を10)、それぞれ

全国シェアで測って、両者の関係を47都道府県の

クロス・セクション・データでみると、全体的に

ほほ「右上がり」の正比例的関係がみられるが、

特に、右上方の先端部のグループ(東京、大阪、

愛知等)においては、逆に「右下がり」の様相を

里している11)。このような、先端部のグループ内

での大きな「右下り」の関係まで含めると、「県

内聴生産」と「純流動出荷量」の関係における都

道府県の分布は、全体的には放物線(山型)の形

状を呈しているといえる。

すなわち、県内総生産の増加に伴って、物流の

9)運輸省『貨物地域流動調査、旅客地域流動調査」
(財)運給経済研究センター、各年次版参照。

10)運輸省r全国貨物純流動調査(物流センサス)』
(財)運輸経済研究センター、各関係年次版参照。
11)若井具宜『ヒト、モノ、サービスと地域経済の波
及発展(初版)』(財)広島地域社会研究センター、

1995年、p29等参照。

-75-



出荷量も次第に増大していくものの、県内総生産

が極めて高い段階に到達すると、物流の出荷機能

は、返って低下するということである。これは、

県内総生産が拡大するにつれて、そうした地域内

で、重量のある物資の生産あるいは出荷機能を維

持することが経済性を失い、その結果、周辺地城

にそうした物流機能を代替させていくためである

と考えられる。東京、大阪、名古屋の3大都市圏

とその周辺地城の物流力の分布関係がそのことを

示している。

中国地域の諸県のうち、山陽側の三県はいずれ

も全国レベルの有力な工業県であるが、とりわけ、

岡山、山口の両県は、鉄鋼、化学工業晶などの

「重量のある製造品」を産出するため、分布関係

においては縦軸方向(上方)に突出した位置を占

めている。京都などが重量物を余り産出しない割

に高いGRPを示しているのと対照的である。

(5)都市型製造業

また、前項「純流動統計」によって、「製造業

の業種別出荷額1万円当たり出荷量の推移」をみ

ると、インフレ率も考慮しなければならないが、

製造業全体では、次第に軽量化してきていること

がわかる。もっとも重量のある「窯業・土石製

品」は1万円稼ぐのに約862Kgも出荷しなけれ

ばならない(平成7年値)。つまり、1Kg当たり

11円ちょっとにしかならない。逆に、もっとも軽

量の「精密機械器具」は1万円稼ぐのに約2.8

Kg出荷すればよい(平成7年値)。つまり、1

Kg3,500円以上である。

このような製造業の業種分布を概していえば、

「素材型」製造業は重量があり、「都市型」製造業

が軽量であるともいえる。製造業の盛んな中国地

域ではあるが、それは「素材型」製造業に負うと

ころが大きいのであり、今後「都市型」製造業を

育成していく方策を採る必要があると考えられる。

(6)工業化の進展プロセス

上述の「県内総生産」と「純流動出荷量」の関

係における地域分布は、ある意味において、地域

経済の発展プロセス、さらにいえば、工業化の進

展プロセスを示しているともいえる。すなわち、

5段階に区分するとすれば、

①　未工業化(農業)段階

(む　軽工業化段階

③　重化学工業化段階

④　都市型工業化段階

⑤　脱工業化(サービス産業)段階

ということになろう。

中国地域を中心に敢えて例示すれば、鳥取、島

根が①ないし(む段階、岡山、山口が(診ないし(釦段

階、広島が③ないし④段階、そして東京、大阪等

が⑥ないし⑤段階というところであろうか。

もとより、上でも述べたように、地域には、そ

れぞれの地縁学的な意味における役割分担がある

のは当然のことである。中国地域には素材型産業

に特化するような、わが国全体における役割があ

るという見解も成立するであろう。しかしながら、

近隣アジアも急速に工業化の道を走り始めた事実

もあり、また、一方では、中国地域の企業もそう

した地域へ進出もしている。中国地域が将来とも

素材型業種に特化した産業構造をもつべきかどう

かは、グローバルな視点からも再検討が必要であ

ろう。

4.産業支援サービスと経済発展

(1)サービスの本質

ところで、「サービスの生産」が「モノの生産」

と本質的に異なる点は「在庫ができない」ことに

ある12)。このため、「サービス」は「生産したそ

の場で需要」されなければならない。したがって、

サービスを提供する産業である「サービス業」

(H本標準産業分類で格付けされている大分類L

に該当)あるいは広く「サービス産業」(第三次

産業のうち、日本標準産業分類で格付けされてい

る大分類G「電気・ガス・水道・熱供給業」を除

くすべての業種)は、必然的に需要者である「ヒ

ト」の集る場所、すなわち「都市」に立地せざる

をえないのである。

さて、新産業(ニュービジネス)が発展してい

く一般的な意義は、それがもっている革新性が産

業を活性化させ、経済の成長発展の原動力となる

ことである。このようなニュービジネス企業が、

わが回において、本格的に成長してきたのは、昭

和40年代の後半ないし第1次石油ショック後の、

12)前掲「経済構造変化と地域合併」p65等参照。
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昭和50年代に入ってからであると指摘されている。

一方、経済成長が安定化するに伴って、消費者

のニーズは大きく変化を遂げてきており、ニュー

ビジネス企業が成長してきた事実は、市場や消費

者自体の変化と深く関わっているものとみられる。

こうして出現したニュービジネスは、市場価債の

高い製品・サービスの提供を通じて、産業の高付

加価値化に寄与し、経済の活力を高めるものと期

待されている。

(2)ニュービジネス

また、場合によっては「隙間産業(ddehdus一

仕y)」とも称せられる「ニュービジネス」は、そ
の補完的・補助的な性質の故に、産業構造調整の

促進や「皇さの実感できる国民生活実現」などに

も大きく寄与するものと考えられる。こうした役

割りは、主として「対個人サービス業」に求めら

れよう。しかしながら、地域経済の育成・振興と

いう政策的観点からみると、「対事業所サービス

業」を中心としたニュービジネスが重要性をもつ

ことになろう。

すなわち、各種の専門的サービス(情報処理

サービス、デザイン等)の支援(投入)があって

初めて、既存の製造業、商業等の各部門も高度化

し、発展しうる近年の傾向などを堪案するとき、

これらのサービスを提供する「対事業所サービス

業」の振興こそ、今後の地域経済の発展のために

必要不可欠なものと考えられる。

ただし、こうした「対事業所サービス業」も、

そのタイプによって、立地場所は異なることにな

ろう。製造業をそのサービスの支援対象産業の例

にとれば、「機械修理業」、「産業用設備洗浄菓」、

「非破壊検査業」、「産業用機械器具賃貸業」、「機

械設計業」、「エンジニアリング業」などは、製造

企業の集積地域の周辺都市あるいは比較的近距離

の都市に立地する性格のものである。これらは特

に「テクノ支援サービス業」と呼びうる。

他方、「ソフトウエア業」、「広告代理業」、「情

報処理サービス業」、「ディスプレイ業」、「経営コ

ンサルタント業」、「デザイン業」、「総合リース

業」などは、製造企業の集積地城からかなり遠隔

地であっても成熟した「都市らしい都市」に立地

する性格をもっている。また、これらのサービス

は、製造業のみでなく、卸売業・小売業、サーピ

ス菜などの第三次産業を始め、広く産業全般を支

援する性格をもっており、極めて意義深い「産業

支援サービス業」といえる。

ところで、我が国産業全体に占めるサービス産

業の比重は、すでにかなり大きなものとなってい

るが、いまなお拡大傾向にある。そのような生産

関連のマクロ統計データからみても「サービス経

済化」現象は明らかであるが、このように統計的

に把握できるようになったこと自体も、ニュービ

ジネスが製造業などから外生化し、「市場評価」

されるようになってきたことが原因となっている

ことに留意しなければならない。

また、産業・就業構造の展望においても、将来

にわたって「物財生産部門」の縮小傾向が続き、

他方「知識・サービス生産部門」の拡大傾向が続

くことが見通されている。特に、「マネジメン

ト・サービス」と表現されている「産業支援サー

ビス」分野の成長が極めて高く期待されているこ

とが注目される。こうした一方で、サービス産業

の生産規模が拡大し、全産業に占めるサービス産

業の就業者構成比等が高まるにつれて、家計の消

費行動もその構成が、モノからサービスへと移行

しつつあるものと考えられる。

(3)産業支援サービスと地域経済

さて、ここで、改めて「産業支援サービス業」

の地域経済における意義を考えてみよう。・「産業

支援サービス業」は、既に確立された分類用語で

はないが、従来、「対事業所サービス菓」といわ

れているものの中でも、生産販売等の活動を「支

援する」度合いの高いものとしてとらえることが

できる。

なお、この場合「支援する」とは、例えば、製

造業における製造部門、商業における販売活動等、

当該業種の本来の業務に対して専門的なサービス

を提供するという意味である。具体的な業種とし

ては「物品賃貸業」、「情報サービス業」、「広告

業」、「デザイン業」等が挙げられる。

ところで、経済のサービス化は今後とも一層進

展していくものと考えられるが、行政においても

こうした事態に対応するため、産業政策の核とし

て「頭脳立地法」を制定するなどして、上記のよ

うな業種の振興策を展開してきた。以上のように、

他産業を支援するサービス部門の競争力を高めて
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いくことが、地域の産業の高付加価値化あるいは

高度化に大きく貢献するであろうことは疑問の余

地のないところである。

このような状況を踏まえれば、「産業支援サー

ビス業」を軸としたサービス産業の振興が、地域

経済の活性化や産業構造の高度化にとって、極め

て重要なポイントになってくる。すなわち、多彩

で、層の厚い「対事業所サービス業」によって、

広く周辺他地域に対して「産業支援」の役割りを

担える都市ないし地域こそが、経済的リーダー

シップいわゆる「中枢性」、「拠点性」を発揮しう

ることになるのである。

(4)経営上の問題

このような対事業所サービス業集積の方策を考

えるとき、まず、経営上の問題点として人材不足

が挙げられる。とりわけ、サービス業は、専門能

力を持つ「人材そのものが資本」ともいえること

や、製造業ほどには省力化できないなどの特質が

あり、人材不足は企業そのものの存亡に影響する

重要な問題である。こうしたことから、人材の確

保策として、Uターン希望者あるいは新規学卒者

に対して地域企業への就職促進事業を積極的に展

開していくことや地域企業の紹介冊子を作成する

などの広報活動を引き続き実施していく必要があ

る。

その他、企業自らが自社の労働条件の見直し

(在宅勤務やフレックスタイム制の導入など多様

な勤務形態の採用)をすることにより、主婦等の

女性労働者あるいは、高齢者の活用なども検討す

べきである。特に、データ人力、文書入力、版下

作成などは、OA槻器や通信機器の発達により、

出勤しなくても自宅で作業できる環境も整ってき

ている。また、高度な専門サービスを提供してい

くためには、人材育成が必要不可欠であるが、時

間的余裕がなかったり、適当な教育者がいないこ

と等のため、いわゆる瑚Tが多く、サービス業

従業者を対象とした研修施設・研修制度の整備も

必要である。

つぎに、事業開始における資金あるいは成長段

階における事業資金などについては、一般にどの

事業においても円滑な確保が大きな課題である。

とりわけ、ニュービジネス企業においては、事業

規模も小さく、またその事業の性格ゆえに担保能

力も低いなど、通常の融資対象になりにくい。

こうしたことから、従来の担保物件に代わる融

資条件として、「技術力」、「サービス内容」など

を評価するシステムづくりが重要である。また、

行政からの支援策として、省力化のためのコン

ビュター機器などの購入費用や従業員確保のため

の軍金援助(資金融資の充実)も必要である。こ
のため、創業期、成長期、安定期などニュービジ

ネス企業の発展段階に応じた総合的な融資制度を

検討する必要がある。

また、サービスは無形であるだけに客観的な料

金算定が難しいといわれる。また、「サービスと

いう技術」に対する評価が徐々に高まってはいる

ものの、サービス料金の算定基準がはっきりして

いないため、ニュービジネスの需要側と供給側に

意識の違いが生じるなどの課題が残されている。

このような観点から、地域におけるニュービジネ

ス振興のためには、まず業界の組織化等による体

質強化などから始めて、サービスに対する適正な

評価基準の確立等を図っていく必要がある。

(5)産業構造とサービス化

ところで、幾多の地域経済について、産業の偏

在がみられるなどの課題を抱えている。こうした

理由のために、長期的トレンドからみて成長性が

高く、活力がありバランスのとれた産業構造の構

築が求められている。したがって、21世紀に向け

て地域の産業構造の新たな構築を目指すためには、

これまで培ってきた技術集積を生かしながら、既

存産業の高付加価値化、研究開発機能の強化によ

る技術力の向上、情報サービス、産業デザインな

どの対事業所サービス業の振興、産業の国際化の

推進を図っていく必要がある。

特に、産業のソフト化・サービス化の傾向が強

まる中で、ソフトウェア等の情報サービス、デザ

イン・設計・コンサルティング等の専門サービス

などいわゆるニューサービスに属する産業支援

サービス業の成長は著しいものがある。これらの

サービス産業は、製造業とサービス産業の融合化

が進展する中で、製造業の知識集約化、高付加価

値化の基盤となるとともに、地域にとって魅力あ

る雇用機会を創出する上でも重要な役割を果たす

ものであり、地域の産業構造変革に欠かせない性

質を有している。
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(6)嬢旋型の発展

さて、サービス産業、なかんずく産業支援サー

ビス業の重要性は、ますます高まってきているが、

それらの中核となっている企業群は、もともと製

造業の企業の内部組織であった部門が外部化した

ものである。このような関係などを考えるとき、

産業支援サービス業は、製造業を始めとした諸産

業の高付加価値化・高度化への関与を通して産業

全体の発展に寄与させることが肝要である。

まず、産業支援サービス業の育成・集積が図ら

れることにより、製造業の高付加価値化、知識集

約化がさらに進むことになろう。また、製造業の

高付加価値化、知識集約化がさらに進展すること

により、再び産業支援サービス業も発展すること

になる。

かくして、産業支援サービス業と製造業は、相

関連し、循環しながら構造調整や高度化を促進し、

「螺旋型」の発展プロセスを辿ることになる。こ

れらの産業支援サービス業は、現実に東京圏を始

めとする大都市地域により厚く集積しており、ま

た、地方圏においても人口規模の大きい都市ほど

集積が高くなる傾向が見られる。こうしたことか

ら、都市型産業支援サービス業は、人口集積や都

市機能に大きく依存する産業であるといえるが、

また、逆に、これらサービス業の集積によって都

市機能(中枢性、拠点性)が強化されるという相

互作用もある。

上でもみてきたように、他産業を支援するサー

ビス部門の競争力を高めていくことは、地域の産

業の高付加価値化あるいは高度化に大きく貢献す

る。このような状況を踏まえれば、「産業支援

サービス業」を軸としたサービス産業の振興が、

地域経済の活性化や産業構造の高度化にとって、

極めて重要なポイントになってくる。また、以下

では、これまで検討した結果を踏まえ、産業支援

サービス振興のための地域政策について整理して

みた。

まず、経済のソフト化・サービス化の進展によ

り、産業の高度化、高付加価値化、企業経営の合

理化、効率化等を支援する産業支援サービス業の

役割は、ますます重要性を高めている。また、産

業支援サービス業のウェイト自体も今後ますます

増大すると見込まれ、地域の活性化や産業全体の

雇用拡大効果をもたらすことが期待される。

今後、経済のソフト化・サービス化がさらに加

速的に進展していく中にあって、新たな産業構造

の構築を図り、地域経済を活性化していくために

も、産業支援サービス業の育成振興を積極的に進

めていくことが極めて重要である。こうしたサー

ビス業は、自地域の産業を支えるだけでなく、周

辺地域の産業を支援し、かつ、東京や大阪などの

全国的な大業務地と密接な関連をもつ業種が多く

市場との近接性を重要視する産業である。

特に、ソフトウエア業、デザイン業、広告代理

業などのソフト産業は、ユーザーに隣接し、ユー

ザーのニーズを的確に把握したサービスを提供す

る必要があることからも都市部に立地する傾向が

商いが、都市部をターゲットに新しい事業を始め

ようとしても、初期投資が膨れあがるなど、

ニュービジネス進出の障害になっている。このよ

うな産業の頭脳部分を地域に集積させ、地域産業

の活性化を図り、都市機能を形成するためには、

「新産業集積拠点」を行政が率先して整備すべき

である。

(7)ニューサービス企業とその育成

また、ニューサービスの「ニュー」たる所以は

「他にない何か」を持っていることである。この

ためには、時代の変化に応じたサービス・ニーズ

の発掘が必要であることから、多種多様な情報の

確保が必要となってくる。こうした問題は基本的

には企業自らが幅広い情報網を広げるよう心掛け

るべきであるが、現状では知人、友人、業界団体

間の交流に止まっている場合が多い。このため、

ニューサービス関連企業の人的ネットワークづく

りを促進する必要がある。

さらに、産業支援サービス業は、一般に歴史の

域い新しい業種が多いため、規模が小さく経営基

盤が脆弱であり、個別に独自の活動を続けている

ことなどから「サービス業に対する認知度が低

い」、「サービスに対する評価が低い」などの問題

を抱えている場合が多い。

こうした、サービス業に対する社会的認知度の

低さからくる問題点を解決するためには、業界の

組織化を図り、経営の合理化、業界の体質強化、

サービスに対する適正な評価基準の確立、地元企

業の実力の認知度を高める必要がある。また、行

政サイドからもこうしたサービス業の組織化等の
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問題を始めとして、人材育成、資金調達などの問

題まで含めて、いわゆる(モノを除く)ヒト、カ

ネ、情報面での連携した支援策を講じていく必要

があろう。

5.都市化と産業の再配置

くり　サービス化と都市化

さて、消費における「サービス経済化」の動き

は、「モノの充足」から「サービスの充足」への動

き、すなわち生産プロセスまで含んだ経済全体の

「サービス化」に弾みをつけることになったとも

いえる。このことは同時に「都市化」をも意味し、

人々が「単なる所得を得る場としてではなく、住

む場・生活の場としての都市」を求めるように

なったことをも意味しているといえる。なぜなら、

すでに述べてきたように、「サービスの生産」が

「モノの生産」と本質的に異なる点は「在庫がで

きない」ことであり、このため、「サービス」は

「生産したその場で需要」されなければならず、

したがって、サービスを提供する産業である「サー

ビス業」(あるいは広く「サービス産業」)は、必

然的に需要主体である「ヒト」の集る場所、すな

わち「都市」に立地せざるをえないからである。

(2)サービスと最適都市規模の分類

さて、地方都市の最適規模に関する議論を簡単

にまとめると、「サービスの提供レベル」に応じ

てつぎの三つに類型できる13)。

①　3万人程度(1-5万人)

日常生活において必要とされるサービスが少な

くとも最低限充足される程度の人口規模である。

レファレンダム(直接投票)のできる都市として、

ヨーロッパでは広く支持されている。

②10万人程度

上記①の都市を三つ併せた程度の規模となるが、

非日常的にも必要とされる生活サービス、いいか

えれば、日常生活においては比較的要求頻度の低

いサービスまで充足される程度の人口規模の都市

である14)。たとえば、高級品、贈答品などの販売

や、専門的サービスなどがこれにあたる。「市街

13)同書pp.43-45参照。
14)佐々木信夫「自治体規模に関する一考察」r聖学

院大学論叢』1992年、PP.37-51等。

地を歩いて回れる」とか、「一体感のもてる」都

市規模として、わが国ではとくに支持が多い。

(釦　30万人程度

上記②の都市をさらに三つ併せた程度の規模と

なるが、一層高度な生活サービスに加えて、相当

の産業を支援するサービスまで充足される程度の

人口規模の都市である15)。また、四年制の大学や、

全国レベルの大企業の本社までも立地しうる。

これらのうち、とくに③は、国土庁等のいう

「中核都市」に相当し、相当レベルの「産業支援

サービス」まで捷供でき、一県全域ないし県城の

相当広い部分まで含んで、「(多様なサービスの提

供を)頼りにされる都市」といえるであろう。

(3)サービス化とモノの供給

また、これまでに展開してきたように、経済構

造が「サービス経済化」の時代へと転換し、人々

が「単なる所得を得る場としてではなく、住む

場・生活の場としての都市」を求めるようになっ

た今日においては、都市の人口集積は一層大きな

意味をもつようになったといえる。なぜなら、都

市の人口規模が大きいほど「より専門的で、より

高度な、そしで多彩なサービス」を生産し得るし、

所得水準の上昇とともに、人々は、益々そのよう

なサービスを求めるからである。ただし、「サー

ビス経済化」は十分な「モノの供給」すなわち

「物流」を前提としている。「モノ」の供給が量的

に十分でないと所得の大幅な上昇やその水準維持

もできないため「サービス経済化」の段階に到達

できないし、逆に「良いモノ」、「質の高いモノ」

は高度のサービス(すなわち技術、芸術等)の投

入によって生産される側面ももっているからであ

る。

ところで、「産業支援サービス業」も、都市に

立地しやすい性質を一般的には有しているものの、

製造業等へのサービスは工場の立地している地域

と都市の中間地域であってもさしつかえない。ま

た、このような産業支援サービス全体についても、

東京、大阪のような大都市でなければ立地しない

ものもあれば、福間、広島のような百万都市であ

れば立地するもの、あるいは「中核都市」と呼ば

15)中西啓之「都市の適正規模と都市合併」r都市間
軋Vo176、東京市政調査会、1985年、PP.14-26
等。
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れる30万クラスの都市なら立地するものと千差万

別であろう。

したがって、地域の都市規模に応じた「産業支

援サービス業」の育成を図り、これを「種」にし

ながら、製造業を始めとした地域経済全般の活性

化を回るべきである。「高齢化社会」を直接支え

る「対個人サービス」等の「サービス産業」は、

そうした「種」に誘発されて、付随的に発展して

いくものと考えられる。

ところで、一般的に言って、地域(特に都市の

周辺地域)にはその役割り分担から、まず物流機

能の発展が求められている。そして、それは「製

造業」の段階的発展をも意味している。

また、その製遺業の発展をサポートするのが

「産業支援サービス業」の育成・集積である。上

でも述べたように、「産業支援サービス業」は製

造物のサービス化、高付加価値化、高度化に大き

く寄与するからである。そうして発展した製造業

が、反対に、さらに高度で多様な産業支援サービ

スを需要し、育成・発展させるという性質をもっ

ている。そのようにして、「製造業」と「産業支

援サービス業」は持ちつ持たれつの「螺旋型」の

発展過程をたどることが期待される。<図3>は、

そのことを証明しているといえる。

く図3>　製造業の中間投入に占めるサービス
産業の比率の推移

0　　　　　　20　　　　　1だ〉　　　　　　仰　　　　　　帥　　　　　100(%)

サービス慶■ その他

総務庁r産業連関表」による

(4)サービス化と都市圏産業の再配置

このようなことを考えると、「サービス経翻ヒ」

の進展する今日においては、都市は地域事情が許

す限り、人口規模の大きくなることが望ましいが、

その前提条件として、当該地域の周辺において物

的供給を担う地域との役割分担が十分できる必要

がある。

ところで、国土庁の調査によると16)、中枢・中

核都市の通勤圏(10%通勤・通学圏)内では人口

増加率が大きく、1時間園外では人口減少率が大

きくなっている17㌔上でも述べてきたように、

人々が「生活の場」としての都市を求めており、

しかも、多彩なサービスを享受できる「都市らし

い都市」を求め、そうした都市やその周辺圏域に

住もうとしていることが伺える181。とくに、中

枢・中核都市の「通勤圏外」ではあっても「(鉄

道・車等で)1時間圏内」では、わずかではある

が人口増になっていることに留意したい。都市部

における地価高騰による宅地のスプロール化、高

速交通体系の整備による通勤圏の拡大、そして

「時短」等の流れによる勤務形態の変化などが

人々の生活圏域を一層拡大させているものと考え

られる。

このような状況を勘案すると、わが国における

企業のリストラ、グローバル化あるいは産業再配

置に対するひとつの方策として、「中枢・中核都

市内の製造業の郊外展開」が考えられる。円高に

伴って海外進出する企業の長大の動横は、現地で

「安い労働力の確保」ができることにあるといわ

れている。しかしながら、進出企業にヒヤリング

すると、「安い」もさることながら「労働力の確

保」自体に意味があるとのことでもある19)。

かつて、わが国においても、高度経済成長の最

盛期においては、製造企業が地方道出するとき、

地方の労働力をあてにして進出したものである。

そして、当該地域においても「雇用吸収力」のあ

る企業として歓迎されている。今日、農村の余剰

労働力はすでに一掃され、しかも大部分の地域で

16)国土審議会r四全線総合点検報告書』1994年刊の
「地方都市の属性別人口増加率(昭和63年一平成5
年の5年間)」データ(グラフ)による。
17)中枢都市とは、札幌、仙台、広島、福岡の4市を

指し、中核都市とは、人口30万以上の都市または県
庁所在都市を指している。国土審議会r四全線総合
点検部会報告』1994年6月参照。

18)地方都市を求める人の動きについては、伊東善市
r東京と地方』中央経済社、1988年、PP.100-108
等。
19)このあたりの議論については、摂稿「地域経済

サービス化と産業の再構築」広島大学経済学部附属
地域経済研究センター紀要『地域経済研究J第8号、
1997年3月、pp.79-80等を参照きれたい。

-81-



高齢化が進み、若者はより魅力のある生活を求め

て都市らしい都市へと流出している。製造企業が

地方進出しても、簡単には「労働力が確保できな

い」事態に立ち致っているのである。上でも述べ

たように、「安い」賃金はいずれ現地の経済成長

とともに解消される運命にあることは、進出企業

もある程度承知のことではある。しかし、製造企

業にとって、「労働力の確保」自体、国内では困

難になっていることが、重要な海外進出動機であ

ることも事実なのである。

たとえば、中国地域には、中枢都市の広島の外、

岡山、倉敷、福山が人口30万以上の中核都市に該

当する。他の県庁所在都市は人口20万に満たない

が、呉、下関等は人口20万以上の都市であり、中

核都市に準ずるともいえよう。これらの都市は

「産業支援サービス業」を始めとして、数多くの

サービス業、サービス産業がすでに集積しており、

周辺地域古土対して都市サービスを提供する重要な

役割を果たしている。

もとより、上で分類した、

①　3万人程度(1-5万人)の規模の都市

(む10万人程度の規模の都市

なども、ある一定のレベルの都市サービスを供給

しうる都市であることは、すでに述べたとおりで

ある。中枢・中核都市の機能を直接補完したり、

あるいは、圏域的に独立して、中枢・中核都市に

準じた機能をある程度果たしている場合もある。

ところで、上の中枢・中核都市は、市域の中心

的部分に、今なお相当の製造工場を集積させてい

るのも事実である。これらの工場のうちには、市

城の中心部から郊外地城に移転すべきものも相当

あるものと考えられる。その場合、当該工場の従

業者が通勤できる程度の郊外への移転を検討する

のも一策であろう。そうすれば、移転先で、上で

述べたような深刻な意味での「労働力の確保」の

問題は生じないことになる。その郊外も、高速交

通体系の整備されつつある今日、「1時間圏内」ま

で含めて、ある程度広い範周で検討すべきである。

このような「中枢・中核都市内の製造業の郊外

展開」の効果を整理すると、概ねつぎのようにな

ろう。

くA)当該工場(企業)への効果

①十分な活動空間の確保

②移転を契機に設備更新、生産性向上

③一定の労働力は確保済み(現状維持可能)

(り原材料、製品の需給システムに変更を来

たさない(現状維持可能)

(B)移転元(中枢・中核都市)への効果

(D都心地区の安全(平時の無公害化く工場

移転による〉、有事の安全化　く都市計画

によるスペース確保等〉)

②移転により空いたスペースの活用可能性

(都市型産業等の業務地または公共用地)

③逆通勤による交通の緩和(双方向化)

(り周辺地域の発展によるヒンターランドの

拡大

⑤サービス産業など付随産業の集積促進

(卸売業、産業支援サービス業など)

(C)移転先(周辺都市・地域)への効果

(D移転先および、さらにその辺線地域への

追加の雇用機会の提供

②中心都市との一体感、連携性が高まり、

都市サービスの提供を一層受けやすくな

る

③住宅の郊外展開誘発等による定住人口の

増加

⑥関連製造業など付随産業の集積促進(物

流業、卸売小売業、対個人サービス業)

このように、製造業の郊外展開は、当該企業の

みならず、移転元、移転先まで含めて、幅広い波

及効果をもたらすものと考えられる。とくに、こ

れらの中心都市が「中枢・中核都市としての発

展」を目指すのであれば、「ヒンターランドの拡

大・発展は自らの発展の必要条件でもあること」

を認識しなければならない。周辺地域の発展なく

して中心都市のみが発展することはありえないの

である釦)。

また、こうした場合、単に製造企業のみでなく

広く物的生産に関わる業種、すなわち、建設業、

卸売業(とくに商物一体の地場卸など)、運輸業、

倉庫業、電気・ガス・水道業なども、少なくとも

事業部門は都心部にある必要はないのである。工

20)中心地と周辺地城との相互作用を強調する

Ch血血ller等の「中心地理論」にもかなっている。
Christaller,W.,"Die zentralen OrteinSuddeutsch-

Iand",Fischer,Jena.1933、同じく、`ZurFrageder

StandortederDienstleistumgen',''Raumforschungund

Raumordnu吋■.15,1957等。
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く図4.>　東京臥名古屋圏、大阪圏の転入超過数の推移(昭和29年～平成9年)

(-は転出超過数)

業団地、流通団地の開発の際には、そうした業種

まで含めて、積極的に郊外展開させる施策をとる

べきである。

ただし、試作品を造る町工場や出版・印刷業な

ど、一部の「都市型製造業」などのなかには、ど

うしても市域の中心部に近くないと立地し難い企

業も想定されるので、それなりの配慮をしなけれ

ばならないであろう。

もとより、円高の進む局面において、企業の海

外進出自体は企業の自然の対応でもあり、ある意

味では積極的に評価すべきものである。国内・国

外、事業継続・リストラも含めた幅広い選択肢の

中から、当該企業にとって最適の事業展開ができ

るよう、受け皿づくりとしての企業環境整備をし、

また、それらを含む各種の情報捷供を行なってい

くのも、重要な地域政策である。

6.ヒトの動きに関する帰結

ところで、<図4>は、総数でわが国人口の半

分を占める代表的都市地域であり、かつ、わが国

の人口移動の中軸ともなっている21)「三大都市

囲」の転入超過数の推移を長期的にみたものであ

る。この園をみると、二つの山が現れている。一

つは、昭和36年をピークとする「大きな山」であ

り、これは、昭和51年の谷で完結している。もう

一つは、昭和62年をピークとする「小さな山」で、

平成7年辺りで完結しているようにも見受けられ

るが、その点については、今少しの見極めを要す

るようにも思われる。

まず、左側の「大きな山」は、第1節でも述べ

た「高度成長期」を示す山で、「農業から工業へ」、

「農村から都市へ」と人々を駆り立てた「工業化

のプロセス」でもあったといえよう。第1節<図

1>の「人口移動率」の上昇局面を示していると

いえる。このときは、大阪圏も含めて「三大都市

圏」が揃って大幅な転入超過となった時期でもあ

る。つまり、「高所得」や「モノの充足」を求め

ての「農村から都市への大移動」となったため、

21)平成9年の三大都市圏の転入・転出者総数は約
184万人に上り、これは全国の都道府県間移動者総
数の62.7%と6割以上を占める。総務庁統計局『住
民基本台帳人口移動報告年報(平成9年)』(財)日

本統計協会、1998年5月刊、p18参照。
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人々は「都市を選別しなかった」ものと考えられ

る。

次に、右側の「小さな山」は、同じく「中成長

期」を示す山で、「工業からサービス産業へ」、

「(中小)都市から(大)都市へ」と人々を駆り立

てた「サービス化のプロセス」であったといえよ

う。第1節く図1>の「人口移動率」の下降局面

を示しているといえる。このときは、大阪圏が一

貫して転出超過、名古屋圏が横ばい乃至微増で

あったのに対し、東京圏のみが顕著な転入超過と

なり、いわば「東京一極集中」となった時期でも

ある。つまり、一般的には、「住み良さ」や

「サービスの充足」を求めての「都市間移動」と

なったため、人々は「都市をより慎重に選別し

た」ものと考えられる。

しかしながら、三大都市圏間での転入超過数の

推移の様子が全く異なるのは、これだけでは説明

できない。「サービス化」の時代は広範なサービ

スを売りものにする総合的な「都市間競争」の時

代でもある。人々にサービスを直接・間接提供す

る企業もまた立地環境・経営環境の良い都市を選

別する。大阪圏が一貫して転出超過となったのは、

従来からの軽工業をペースとした産業構造にも一

因があるものの、何よりも、新幹線を始めとする

高速交通網の整備によって、東京圏との競合性が

生じ、「企業の立地環境・経営環境としての拠点

性」を一部失ったためと考えられる。また、名古

屋圏が横ばい乃至微増であったのは、自動車を始

めとした横械系工業の発展に支えられた一両と、

東京圏と大阪圏の浮沈の狭間に位置した地軽学的

一面も影響したものと考えられる。
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Abstract

In a couple of recent decades, 'the shift to service economy' or 'the inclination to services in economy' has
become remarkable. We discuss these phenomena have been caused by changes of economic structure in
Japan. Especially, this fact is showed in migration of people beyond boudaries of 'to-do-hu-ken' (prefectural)
region. We used migration statistics in time series from year 1954 to 1997. "Net migration' into 'the three
biggest urban areas' (Tokyo, Osaka and Nagoya areas) has two peaks in its long term. One is year 1961 and
another is 1987. The former one and its both side slopes mean high growth era of Japanese economy and the
latter means middle growth era. The former also coincides with growth era of 'physical economy' and the
latter growth era of 'service economy'. The trend of rate of internal migration (to population) also
corresponds to this fact.
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